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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

宮城県施設機械工事等共通仕様書 
 
第１章 総 則 
第１節 総 則 
 
１－１－１ 適 用 

１．適用工事 
宮城県施設機械工事等共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は，宮城県が発注

する農業農村整備事業等に関する施設機械設備工事，鋼橋製作架設工事及び電気通信設

備工事の施工に係る工事請負契約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の内容に

ついて，統一的な解釈及び運用を図るとともに，その他必要な事項を定め，もって契約

の適正な履行の確保を図るためのものである。 
２．共通仕様書の適用 

受注者（契約書に記載されている請負者をいう。以下同じ。）は，共通仕様書の適用

に当たり，「県請負工事監督規程」（以下「監督員規程」という。）及び「県工事検査規

程」（以下「検査規程」という。）による監督，検査体制のもとで，建設業法第１８条（建

設工事の請負契約の原則）に基づく施工管理体制を遵守しなければならない。また，受

注者は，これらの監督，検査（完成検査，出来高検査，中間検査）に当たり，地方自治

法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の１５に基づくものであるこ

とを認識しなければならない。 
３．優先事項  

契約図書に添付されている図面，特記仕様書に記載された事項は，この共通仕様書よ

り優先する。 

４．設計図書間の不整合 
特記仕様書，共通仕様書及び図面の間に相違がある場合，又は図面からの読み取りと

図面に記載された数値に相違がある場合には，受注者は，監督職員に確認して指示を受

けなければならない。 
５．設計図書の単位 〔読替無し〕 
６．ＳＩ単位 〔読替無し〕 

 
１－１－２ 用語の定義 

１．監督職員 〔読替無し〕 
２．総括監督員 

総括監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，

宮城県施設機械工事等共通仕様書 
 
第１章 総 則 
第１節 総 則 
 
１－１－１ 適 用 

１．適用工事 
宮城県施設機械工事等共通仕様書（以下，「共通仕様書」という。）は，宮城県が発注

する農業農村整備事業等に関する施設機械設備工事，鋼橋製作架設工事及び電気通信設

備工事の施工に係る工事請負契約書（以下，「契約書」という。）及び設計図書の内容に

ついて，統一的な解釈及び運用を図るとともに，その他必要な事項を定め，もって契約

の適正な履行の確保を図るためのものである。 
２．共通仕様書の適用 

受注者（契約書に記載されている請負者をいう。以下同じ。）は，共通仕様書の適用

に当たり，「県請負工事監督員規程」（以下「監督員規程」という。）及び「県工事検査

規程」（以下「検査規程」という。）による監督，検査体制のもとで，建設業法第１８条

（建設工事の請負契約の原則）に基づく施工管理体制を遵守しなければならない。また，

受注者は，これらの監督，検査（完成検査，出来高検査，中間検査）に当たり，地方自

治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の１５に基づくものである

ことを認識しなければならない。 
３．優先事項 〔読替無し〕 
  

  

４．設計図書間の不整合 
特記仕様書，共通仕様書及び図面の間に相違がある場合，又は図面からの読み取りと

図面に記載された数値に相違がある場合には，受注者は，監督職員に確認して指示を受

けなければならない。 
５．設計図書の単位 〔読替無し〕 
６．ＳＩ単位 〔読替無し〕 

 
１－１－２ 用語の定義 

１．監督職員 〔読替無し〕 
２．総括監督員 

総括監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，

 

 

 

 

 

 

一部修正 

「，」削除 

 

 

 

 

一部修正 

誤）「県請負工事監督員規程」 

正）「県請負工事監督規程」 

 

 

 

 

 

一部修正 

「特別仕様書」→「特記仕様書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

「または」→「又は」 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

承諾又は協議及び関連工事の調整のうち重要なものの処理，及び設計図書の変更，一時

中止又は打切りの必要があると認める場合における工事執行者（「建設工事執行規則（平

成二十四年規則第四十七号）」第 2 条第 1 項第 2 号に規定する工事執行者をいう。）に

対する報告等を行うとともに，主任監督員及び監督員の指揮監督並びに監督業務のとり

まとめを行う者をいう。 
３．主任監督員 

主任監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，

承諾又は協議（重要なもの及び軽易なものを除く）の処理，工事実施のための詳細図等

（軽易なものを除く）の作成及び交付又は受注者が作成した図面の承諾を行い，また，

契約図書に基づく工程の管理，立会，段階確認，工事材料の試験又は検査の実施（他の

ものに実施させ当該実施を確認することを含む）で重要なものの処理，関連工事の調整

（重要なものを除く），設計図書の変更（重要なものを除く），一時中止又は打切りの必

要があると認める場合における総括監督員への報告を行うとともに，監督員の指揮監督

並びに現場監督総括業務及び一般監督業務のとりまとめを行う者をいう。 
４．監督員 

監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，承

諾又は協議で軽易なものの処理，工事実施のための詳細図等で軽易なものの作成及び交

付又は受注者が作成した図面のうち軽易なものの承諾を行い，また，契約図書に基づく

工程の管理，立会，段階確認，工事材料の試験の実施（重要なものは除く）を行い，設

計図書の変更，一時中止又は打切りの必要があると認める場合における主任監督員への

報告を行うとともに，一般監督業務のとりまとめを行う者をいう。   
５．契約図書 〔読替無し〕 
６．設計図書 

設計図書とは，仕様書，図面，施工条件明示書，現場説明書及び現場説明に対する質

問回答書をいう。 
７．仕様書 

仕様書とは，各工事に共通する共通仕様書と各工事に規定される特記仕様書を総称し

ていう。 
８．共通仕様書 〔読替無し〕 
９．特記仕様書 

特記仕様書とは，共通仕様書を補足し，工事の施工に関する明細又は工事に固有の事

項を定める図書をいう。 
なお，設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した書面及び受注者が提出し監督職

員が承諾した書面は，特記仕様書に含まれる。 

承諾または協議及び関連工事の調整のうち重要なものの処理，及び設計図書の変更，一

時中止または打切りの必要があると認める場合における工事執行者（「建設工事執行規

則（平成二十四年規則第四十七号）」第 2 条第 1 項第 2 号に規定する工事執行者をいう。）

に対する報告等を行うとともに，主任監督員及び監督員の指揮監督並びに監督業務のと

りまとめを行う者をいう。 
３．主任監督員 

主任監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，

承諾または協議（重要なもの及び軽易なものを除く）の処理，工事実施のための詳細図

等（軽易なものを除く）の作成及び交付または受注者が作成した図面の承諾を行い，ま

た，契約図書に基づく工程の管理，立会，段階確認，工事材料の試験または検査の実施

（他のものに実施させ当該実施を確認することを含む）で重要なものの処理，関連工事

の調整（重要なものを除く），設計図書の変更（重要なものを除く），一時中止または打

切りの必要があると認める場合における総括監督員への報告を行うとともに，監督員の

指揮監督並びに現場監督総括業務及び一般監督業務のとりまとめを行う者をいう。 
４．監督員 

監督員とは，「監督員規程」に定める職務を担当し，主に，受注者に対する指示，承

諾または協議で軽易なものの処理，工事実施のための詳細図等で軽易なものの作成及び

交付または受注者が作成した図面のうち軽易なものの承諾を行い，また，契約図書に基

づく工程の管理，立会，段階確認，工事材料の試験の実施（重要なものは除く）を行い，

設計図書の変更，一時中止または打切りの必要があると認める場合における主任監督員

への報告を行うとともに，一般監督業務のとりまとめを行う者をいう。   
５．契約図書 〔読替無し〕 
６．設計図書 

設計図書とは，仕様書，図面，施工条件明示書，現場説明書及び現場説明に対する質

問回答書をいう。 
７．仕様書 

仕様書とは，各工事に共通する共通仕様書と各工事に規定される特記仕様書を総称し

ていう。 
８．共通仕様書 〔読替無し〕 
９．特記仕様書 

特記仕様書とは，共通仕様書を補足し，工事の施工に関する明細又は工事に固有の事

項を定める図書をいう。 
なお，設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した書面及び受注者が提出し監督職

員が承諾した書面は，特記仕様書に含まれる。 

 

 

 

 

 

一部改正 

「または」→「又は」 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

「または」→「又は」 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

10．現場説明書 〔読替無し〕 
11．質問解答書 〔読替無し〕 
12．図面 〔読替無し〕 
13．実施仕様書 〔読替無し〕 
14．計算書 〔読替無し〕 
15．詳細図等 〔読替無し〕 
16．完成図書 〔読替無し〕 
17．施工図 〔読替無し〕 
18．指示 〔読替無し〕 
19．承諾 〔読替無し〕 
20．承諾図書 〔読替無し〕 
21．協議 〔読替無し〕 
22．提出 〔読替無し〕 
23．提示 〔読替無し〕 
24．報告 〔読替無し〕 
25．通知 〔読替無し〕 
26．連絡 〔読替無し〕 
27．納品 〔読替無し〕 
28．電子納品 〔読替無し〕 
29．書面 〔読替無し〕 
30．工事写真 〔読替無し〕 
31．工事帳票 〔読替無し〕 
32．工事書類 〔読替無し〕 
33．契約関係書類 〔読替無し〕 
34．電子成果品 〔読替無し〕 
35．工事関係書類 〔読替無し〕 
36．確認 〔読替無し〕 
37．立会 〔読替無し〕 
38．段階確認 

段階確認とは，設計図書に示された段階，又は監督職員が指示した施工途中の段階に

おいて，監督職員が臨場等により，出来形，品質，規格，数値等を確認することをいう。

39．技術検査 〔適用除外〕 
40．工事検査 

工事検査とは，検査員が契約書第 32 条，第 38 条及び第 39 条に基づいて給付完了の

10．現場説明書 〔読替無し〕 
11．質問解答書 〔読替無し〕 
12．図面 〔読替無し〕 
13．実施仕様書 〔読替無し〕 
14．計算書 〔読替無し〕 
15．詳細図等 〔読替無し〕 
16．完成図書 〔読替無し〕 
17．施工図 〔読替無し〕 
18．指示 〔読替無し〕 
19．承諾 〔読替無し〕 
20．承諾図書 〔読替無し〕 
21．協議 〔読替無し〕 
22．提出 〔読替無し〕 
23．提示 〔読替無し〕 
24．報告 〔読替無し〕 
25．通知 〔読替無し〕 
26．連絡 〔読替無し〕 
27．納品 〔読替無し〕 
28．電子納品 〔読替無し〕 
29．書面 〔読替無し〕 
30．工事写真 〔読替無し〕 
31．工事帳票 〔読替無し〕 
32．工事書類 〔読替無し〕 
33．契約関係書類 〔読替無し〕 
34．電子成果品 〔読替無し〕 
35．工事関係書類 〔読替無し〕 
36．確認 〔読替無し〕 
37．立会 〔読替無し〕 
38．段階確認 

段階確認とは，設計図書に示された段階，  監督職員が指示した施工途中の段階に

おいて，監督職員が臨場等により，出来型，品質，規格，数値等を確認することをいう。

39．技術検査 〔適用除外〕 
40．工事検査 

工事検査とは，検査員が契約書第 32 条，第 38 条及び第 39 条に基づいて給付完了の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部修正 

「出来型」→「出来形」 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

確認を行うこと，並びに契約書第 31 条に基づいて工事の実施状況の確認を行うことを

いう。 
41．検査員 

検査員とは，契約書第 31 条及び契約書第 32 条第２項の規定に基づき，工事検査を

行うために発注者が定めた者をいう。 
42．同等以上の品質 

同等以上の品質とは，品質について，特記仕様書で指定する品質，又は特記仕様書に

指定がない場合には，監督職員が承諾する試験機関の品質の確認を得た品質，若しくは，

監督職員の承諾した品質をいう。 
なお，試験機関の確認のために必要となる費用は，受注者の負担とする。 

43．工期 〔読替無し〕 
44．工事開始日 〔読替無し〕 
45．工事着手日 〔読替無し〕 
46．工事完了 〔読替無し〕 
47．工事完成 〔読替無し〕 
48．工事 〔読替無し〕 
49．本体工事 〔読替無し〕 
50．仮設工事 〔読替無し〕 
51．工事区域 〔読替無し〕 
52．現場 〔読替無し〕 
53．ＳＩ 〔読替無し〕 
54．現場発生材 〔読替無し〕 
55．ＪＩＳ規格 〔読替無し〕 

 
１－１－３ 設計図書の照査等 

〔読替無し〕 
 
１－１－４ 工程表 

受注者は，契約書第３条に規定する工程表を所定の書式に基づき作成し，監督職員を

経由して発注者に提出しなければならない。 
 
１－１－５ 提出図書 

受注者は次の図書を監督職員に提出しなければならない。 
１．工事着手前に提出するもの。 

確認を行うこと，並びに契約書第 31 条に基づいて工事の実施状況の確認を行うことを

いう。 
41．検査員 

検査員とは，契約書第 31 条及び契約書第 32 条第２項の規定に基づき，工事検査を

行うために発注者が定めた者をいう。 
42．同等以上の品質 

同等以上の品質とは，品質について，特記仕様書で指定する品質，又は特記仕様書に

指定がない場合には，監督職員が承諾する試験機関の品質の確認を得た品質，若しくは，

監督職員の承諾した品質をいう。 
                                   

43．工期 〔読替無し〕 
44．工事開始日 〔読替無し〕 
45．工事着手日 〔読替無し〕 
46．工事完了 〔読替無し〕 
47．工事完成 〔読替無し〕 
48．工事 〔読替無し〕 
49．本体工事 〔読替無し〕 
50．仮設工事 〔読替無し〕 
51．工事区域 〔読替無し〕 
52．現場 〔読替無し〕 
53．ＳＩ 〔読替無し〕 
54．現場発生剤 〔読替無し〕 
55．ＪＩＳ規格 〔読替無し〕 

 
１－１－３ 設計図書の照査等 

〔読替無し〕 
 
１－１－４ 工程表 

受注者は，契約書第３条に規定する工程表を所定の書式に基づき作成し，監督職員を

経由して発注者に提出しなければならない。 
 
１－１－５ 提出図書 

受注者は次の図書を監督職員に提出しなければならない。 
１．工事着手前に提出するもの。 

 

 

 

 

 

一部改正 

農水省との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部修正 

「現場発生剤」→「現場発生材」 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

施工計画書 
２．工事着手前に提出し承諾を受けるもの。 
（１）承諾図書 
（２）その他特記仕様書に記載したもの 
３．工事進捗にあわせて提出するもの。 
（１）施工管理記録書 
（２）その他特記仕様書に記載したもの 
４．工事完成時に提出するもの。 
（１）完成図書 
（２）施工図 
（３）工事写真 
（４）施工管理記録 
（５）その他特記仕様書に記載したもの 

 
１－１－６ 施工計画書 

〔読替無し〕 
 
１－１－７ 承諾図書 

〔読替無し〕 
 
１－１－８ 承諾済みの承諾図書 

契約書第 15 条７項，第 17 条１項，第 18 条５項，第 19 条，第 20 条，第 21 条，第 22
条１項及び第 44 条２項の規定を除き，承諾済の承諾図書を変更しようとするときは，軽

微なものを除き，発注者と協議するものとする。 
 
１－１－９ 受注者による発注者の図面の使用 

〔読替無し〕 
 
１－１－１０ 工事実績情報システム（コリンズ）への登録 

受注者は，受注時又は変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事につい

て，工事実績情報システム（コリンズ）に基づき，受注・変更・完成・訂正時に工事実

績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し，監督職員の確認を受けた上，受

注時は契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，登録内容の変更時は変更

があった日から土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，完成時は工事完成後，土

施工計画書 
２．工事着手前に提出し承諾を受けるもの。 
（１）承諾図書 
（２）その他特記仕様書に記載したもの 
３．工事進捗にあわせて提出するもの。 
（１）施工管理記録書 
（２）その他特記仕様書に記載したもの 
４．工事完成時に提出するもの。 
（１）完成図書 
（２）施工図 
（３）工事写真 
（４）施工管理記録 
（５）その他特記仕様書に記載したもの 

 
１－１－６ 施工計画書 

〔読替無し〕 
 
１－１－７ 承諾図書 

〔読替無し〕 
 
１－１－８ 承諾済みの承諾図書 

契約書第 15 条７項，第 17 条１項，第 18 条５項，第 19 条，第 20 条，第 21 条，第 22
条１項及び第 44 条２項の規定を除き，承諾済の承諾図書を変更しようとするときは，軽

微なものを除き，発注者と協議するものとする。 
 
１－１－９ 受注者による発注者の図面の使用 

〔読替無し〕 
 
１－１－１０ コリンズへの登録 

受注者は，受注時または変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事につ

いて，工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき，受注・変更・完成・訂正時に

工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し，監督職員の確認を受けた

上，受注時は契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，登録内容の変更時

は変更があった日から土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，完成時は工事完成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

「宮城県農業土木工事共通仕

様書」との整合 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなけ

ればならない。登録対象は，工事請負代金額５００万円以上（単価契約の場合は契約総

額）の全ての工事とし，受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。 
なお，変更登録時は，工期，技術者に変更が生じた場合に行うものとし，工事請負代

金のみ変更の場合は，原則として登録を必要としない。 
また，登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には，速やかに監督職

員に提示しなければならない。 
なお，変更時と工事完成時の間が，土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日間に満たな

い場合は，変更時の提出を省略できる。 
 
１－１－１１ 監督職員 

〔読替無し〕 
 
１－１－１２ 現場技術業務における現場代理人 

受注者は設計図書で公団等に委託した現場代理人の配置が示された場合には，次の各

号によらなければならない。 
１．受注者は，現場代理人が監督職員に代わり現場に臨場し，立会等を行う場合には，そ

の業務に協力しなければならない。また，書類（計画書，報告書，データ，図面等）の

提出に際し，説明を求められた場合はこれに応じなければならない。 

２．現場代理人は，契約書第９条に規定する監督職員ではなく，指示，承諾，協議及び確

認の適否等を行う権限は有しないものである。ただし，監督職員から受注者に対する指

示又は、通知等を現場代理人を通じて行うことがある。また，受注者が監督職員に対し

て行う報告又は通知は，現場代理人を通じて行うことができる。 
 
１－１－１３ 工事用地等の使用 

〔読替無し〕 
 
１－１－１４ 工事着手 

受注者は，設計図書に定めのある場合の他，特別の事情がない限り，工事開始日後 
３０日以内に工事着手しなければならない。 

 
１－１－１５ 工事の下請負 

受注者は，下請負に付する場合には，次の各号に掲げる要件を全て満たさなければな

らない。 
１．〔読替無し〕 

後，土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に，訂正時は適宜登録機関に登録申請を

しなければならない。登録対象は，工事請負代金額５００万円以上（単価契約の場合は

契約総額）の全ての工事とし，受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとす

る。なお，変更登録時は，工期，技術者に変更が生じた場合に行うものとし，工事請負

代金のみ変更の場合は，原則として登録を必要としない。 
また，登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には，速やかに監督職

員に提示しなければならない。なお，変更時と工事完成時の間が，土曜日，日曜日，祝

日等を除き１０日間に満たない場合は，変更時の提出を省略できる。 
 
 
１－１－１１ 監督職員 

〔読替無し〕 
 
１－１－１２ 現場技術員 

受注者は設計図書で公団等に委託した現場代理人の配置が示された場合には，次の各

号によらなければならない。 
 １．〔読替無し〕 

  
 ２．〔読替無し〕 
  

  

  

  

１－１－１３ 工事用地 の使用 
〔読替無し〕 

 
１－１－１４ 工事着手 

受注者は，設計図書に定めのある場合の他，特別の事情がない限り，工事開始日後 
３０日以内に工事着手しなければならない。 

 
１－１－１５ 工事の下請負 

受注者は，下請負に付する場合には，次の各号に掲げる要件を全て満たさなければな

らない。 
１．〔読替無し〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

「現場技術員」→「現場代理人」 

 

 

 

 

 

 

 

一部修正 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

２．下請負人が，宮城県の建設工事競争入札参加資格承認者である場合には，営業停止又

は指名停止期間中でないこと。 
３．下請負人は，当該下請負工事の施工能力を有すること。 

４．受注者は，工事の一部を下請けで施行する場合は「宮城県請負工事元請・下請関係適

正化要綱（平成 13 年 3 月 30 日付け事管第 547 号土木部長通知）」を遵守すること。 
 
１－１－１６ 施工体制台帳 
１．〔読替無し〕 
２．〔読替無し〕 
３．〔読替無し〕 
４．〔読替無し〕 
５．〔読替無し〕 
６．〔適用除外〕 

 
１－１－１７ 受注者相互の協力 

〔読替無し〕 
 
１－１－１８ 調査・試験に対する協力 

１．一般事項 〔読替無し〕 
 ２．公共事業労務費調査 〔読替無し〕 
 ３．諸経費動向調査 〔読替無し〕 
 ４．歩掛調査 〔読替無し〕 
 ５．低入札価格調査対象工事の措置 

（１）施工体制台帳の提出及びそのヒアリング 
①財務規則（昭和３９年３月３０日規則第７号）第１００条の２の規定に基づく価格を

下回る価格で落札し契約締結した場合においては，公共工事の入札及び契約の適正化の

促進に関する法律第１５条第２項の規定にかかわらず建設業法第２４条の第７の１項

の規定に準じて施工体制台帳を作成するものとして，監督職員に提出しなければならな

い。 
②前項（１）の書類の提出に際して，その内容のヒアリングを発注者から求められたと

きは，受注者の支店長，営業所長等は応じなければならない。 
（２）施工計画書の内容のヒアリング 

    財務規則（昭和３９年３月３０日規則第７号）第１００条の２の規定に基づく価格を

下回る価格で落札し契約締結した場合においては，施工計画書の提出に当たり，その内

２．下請負人が，宮城県の建設工事競争入札参加資格承認者である場合には，営業停止又

は指名停止期間中でないこと。 
３．〔読替無し〕 
４．受注者は，工事の一部を下請けで施行する場合は「宮城県請負工事元請・下請関係適

正化要綱（平成 28 年 5 月 31 日付け事管第 88 号土木部長通知）」を遵守すること。 
 
１－１－１６ 施工体制台帳 
１．〔読替無し〕 
２．〔読替無し〕 
３．〔読替無し〕 
４．〔読替無し〕 
５．〔読替無し〕 
６．〔削る。〕 

 
１－１－１７ 受注者相互の協力 

〔読替無し〕 
 
１－１－１８ 調査・試験に対する協力 

１．一般事項 〔読替無し〕 
 ２．公共事業労務費調査 〔読替無し〕 
 ３．諸経費動向調査 〔読替無し〕 
 ４．歩掛調査 〔読替無し〕 
 ５．低入札価格調査対象工事の措置 
（１）施工体制台帳の提出及びそのヒアリング 

①財務規則（昭和３９年３月３０日規則第７号）第１００条の２の規定に基づく価格を

下回る価格で落札し契約締結した場合においては，公共工事の入札及び契約の適正化の

促進に関する法律第１５条第２項の規定にかかわらず建設業法第２４条の第７の１項

の規定に準じて施工体制台帳を作成するものとして，監督職員に提出しなければならな

い。 
②前項（１）の書類の提出に際して，その内容のヒアリングを発注者から求められたと

きは，受注者の支店長，営業所長等は応じなければならない。 
（２）施工計画書の内容のヒアリング 

    財務規則（昭和３９年３月３０日規則第７号）第１００条の２の規定に基づく価格を

下回る価格で落札し契約締結した場合においては，施工計画書の提出に当たり，その内

 

 

一部修正 

一部改正 

改正年度から制定年度の表記

に変更 

 

 

 

 

 

 

一部修正 

（社会保険未加入対策見送り） 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

容のヒアリングを事務所長等から求められたときは，受注者の支店長，営業所長等は応

じなければならない。 
６．独自の調査・試験を行う場合の処置 〔読替無し〕 

 
１－１－１９ 工事の一時中止 

〔読替無し〕 
 
１－１－２０ 設計図書の変更等 

〔読替無し〕 
 

１－１－２１ 工期変更 
１．一般事項 

契約書第 15 条第７項，第 17 条第１項，第 18 条第５項，第 19 条，第 20 条第３項，

第 21 条及び第 44 条第２項の規定に基づく工期の変更について，契約書第 23 条の工期

変更協議の対象であるか否かを監督職員と受注者との間で確認する（本条において以下

「事前協議」という。）ものとし，監督職員はその結果を受注者に通知するものとする。

２．設計図書の変更等 〔読替無し〕 
３．工事の一時中止 〔読替無し〕 
４．工期の延長 〔読替無し〕 
５．工期の短縮 〔読替無し〕 

 
１－１－２２ 支給材料及び貸与品 

〔読替無し〕 
 
１－１－２３ 工事現場発生材 

〔読替無し〕 
 
１－１－２４ 建設副産物 

１．一般事項 〔読替無し〕 
２．建設発生土の搬出 〔読替無し〕 
３．マニフェスト 〔読替無し〕 
４．法令遵守 

受注者は，建設副産物適正処理推進要綱（平成１４年５月３０日付け国土交通事務次

官通知），及び宮城県における建設リサイクル法の実施に関する指針（平成１４年５月

容のヒアリングを事務所長等から求められたときは，受注者の支店長，営業所長等は応

じなければならない。 
６．独自の調査・試験を行う場合の処置 〔読替無し〕 

 
１－１－１９ 工事の一時中止 

〔読替無し〕 
 
１－１－２０ 設計図書の変更等 

〔読替無し〕 
 

１－１－２１ 工期変更 
１．一般事項 

契約書第 15 条第７項，第 17 条第１項，第 18 条第５項，第 19 条，第 20 条第３項，

第 21 条及び第 44 条第２項の規定に基づく工期の変更について，契約書第 23 条の工期

変更協議の対象であるか否かを監督職員と受注者との間で確認する（本条において以下

「事前協議」という。）ものとし，監督職員はその結果を受注者に通知するものとする。

２．設計図書の変更等 〔読替無し〕 
３．工事の一時中止 〔読替無し〕 
４．工期の延長 〔読替無し〕 
５．工期の短縮 〔読替無し〕 

 
１－１－２２ 支給材料及び貸与品 

〔読替無し〕 
 
１－１－２３ 工事現場発生材 

〔読替無し〕 
 
１－１－２４ 建設副産物 

１．一般事項 〔読替無し〕 
２．建設発生土の搬出 〔読替無し〕 
３．マニフェスト 〔読替無し〕 
４．法令遵守 

受注者は，建設副産物適正処理推進要綱（平成１４年５月３０日付け国土交通事務次

官通知），及び宮城県における建設リサイクル法の実施に関する指針（平成１４年５月
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

８日付け宮城県環境生活部長通知），建設汚泥の再利用に関するガイドライン（平成１

８年６月１２日付け国土交通事務次官通知）を遵守して，建設副産物の適正な処理及び

再生資源の活用を図らなければならない。 
５．再生資源利用計画 〔読替無し〕 
６．再生資源利用促進計画 〔読替無し〕 
７．実施書の提出 〔読替無し〕 
８．殻運搬処理 〔読替無し〕 

 
１－１－２５ 特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置 

〔読替無し〕 
 
１－１－２６ 監督職員による確認及び立会等 

１．立会願の提出 〔読替無し〕 
２．監督職員の立会 〔読替無し〕 
３．確認及び立会の準備等 〔読替無し〕 
４．確認及び立会の時間 〔読替無し〕 
５．遵守義務  
  受注者は，契約書第９条第２項第３号，第 13 条第２項又は第 14 条第１項若しくは

同条第２項の規定に基づき，監督職員の立会を受け，材料の確認を受けた場合にあって

も，契約書第 17 条及び第 32 条に規定する義務を免れないものとする。  
６．施工段階確認 〔読替無し〕 
７．〔削る〕 
８．〔削る〕 

 
１－１－２７ 数量の算出 

〔読替無し〕 
 
１－１－２８ 完成図書および施工図 

〔読替無し〕 
 
１－１－２９ 発注者による完成図書等の使用 

〔読替無し〕 
 
 

８日付け宮城県環境生活部長通知），建設汚泥の再利用に関するガイドライン（平成１

８年６月１２日付け国土交通事務次官通知）を遵守して，建設副産物の適正な処理及び

再生資源の活用を図らなければならない。 
５．再生資源利用計画 〔読替無し〕 
６．再生資源利用促進計画 〔読替無し〕 
７．実施書の提出 〔読替無し〕 
８．殻運搬処理 〔読替無し〕 

 
１－１－２５ 特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置 

〔読替無し〕 
 
１－１－２６ 監督職員による確認及び立会等 
１．立会願の提出 〔読替無し〕 
２．監督職員の立会 〔読替無し〕 
３．確認及び立会の準備等 〔読替無し〕 
４．確認及び立会の時間 〔読替無し〕 
５．遵守義務  
  受注者は，契約書第９条第２項第３号，第 13 条第２項又は第 14 条第１項若しくは

同条第２項の規定に基づき，監督職員の立会を受け，材料の確認を受けた場合にあって

も，契約書第 17 条及び第 32 条に規定する義務を免れないものとする。  
６．段階確認 〔読替無し〕 
７．段階確認の臨場 〔読替無し〕 
８．段階確認項目 〔読替無し〕 

 
１－１－２７ 数量の算出 

〔読替無し〕 
 
１－１－２８ 完成図書および施工図 

〔読替無し〕 
 
１－１－２９ 発注者による完成図書等の使用 

〔読替無し〕 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

農水省の改正による 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

１－１－３０ 電子納品 
１．一般事項 

受注者は，電子納品対象工事である場合，「工事の電子納品運用に関するガイドライ

ン」に基づいて作成した電子データを電子媒体で提出しなければならない。 
２．電子媒体の提出 〔読替無し〕 

 
 
 
１－１－３１ 工事完成検査 
１．工事完成通知書の提出 

受注者は，契約書第 32 条の規定に基づき，工事完成通知書を監督職員を経由して発

注者に提出しなければならない。 
２．工事完成検査の要件 〔読替無し〕    
３．検査日の通知 

発注者は，工事検査に先立って受注者に対して検査日及び検査員名を通知するものと

する。 
４．検査内容 〔読替無し〕 
５．補修の指示 〔読替無し〕 
６．修補期間 

修補の完了が確認された場合は，その指示の日から補修完了の確認の日までの期間

は，契約書第 32 条第２項に規定する期間に含めないものとする。 
７．適用規定 〔読替無し〕 

 
１－１－３２ 既済部分検査等 

１．一般事項 
受注者は，契約書第 38 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合，又は，契約書

第 39 条第１項の工事の完成の通知を行った場合は，既済部分に係わる検査を受けなけ

ればならない。 
２．部分払いの請求 

受注者は，契約書第 38 条に基づく部分払の請求を行うときは，前項の検査を受け

る前に工事の工事出来高報告書及び工事出来形内訳書を作成し，監督職員に提出しな

ければならない。 
３．検査内容 〔読替無し〕 
４．修補 〔読替無し〕 

１－１－３０ 電子納品 
１．受注者は，電子納品対象工事である場合，「工事の電子納品運用に関するガイドライ

ン」に基づいて作成した電子データを電子媒体で提出しなければならない。 
 
２．受注者は，電子納品に関して，「電子納品チェックシステム（農林水産省農業農村整

備事業版）」によるチェックを行い，エラーがないことを確認した後，ウィルス対策を

実施した上で電子媒体を提出しなければならない。 
 
１－１－３１ 工事完成検査 
１．工事完成通知書の提出 

受注者は，契約書第 32 条の規定に基づき，工事完成通知書を監督職員を経由して発

注者に提出しなければならない。 
２．工事完成検査の要件 〔読替無し〕    
３．検査日の通知 

発注者は，工事検査に先立って受注者に対して書面をもって検査日及び検査員名を通

知するものとする。 
４．検査内容 〔読替無し〕 
５．補修の指示 〔読替無し〕 
６．修補期間 

修補の完了が確認された場合は，その指示の日から補修完了の確認の日までの期間

は，契約書第 32 条第２項に規定する期間に含めないものとする。 
７．適用規定 〔読替無し〕 

 
１－１－３２ 既済部分検査等 

１．一般事項 
受注者は，契約書第 38 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合，又は，契約書

第 39 条第１項の工事の完成の通知を行った場合は，既済部分に係わる検査を受けなけ

ればならない。 
２．部分払いの請求 

受注者は，契約書第 38 条に基づく部分払の請求を行うときは，前項の検査を受け

る前に工事の工事出来高報告書及び工事出来形内訳書を作成し，監督職員に提出しな

ければならない。 
３．検査内容 〔読替無し〕 
４．修補 〔読替無し〕 

一部改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部修正 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

５．適用規定 〔読替無し〕 
６．検査日の通知 〔読替無し〕 
７．中間前払金の請求 

受注者は，契約書第 35 条の２に基づく中間前払金の請求を行うときは，認定を受

ける前に履行報告書を作成し，監督職員に提出しなければならない。 
 
１－１－３３ 技術検査 

〔適用除外〕 
 
１－１－３４ 部分使用 
   受注者は，発注者が契約書第34条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う 

場合，監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。 

 
１－１－３５ 施工管理 

１．一般事項 
受注者は，工事の施工に当たっては，施工計画書に示される作業手順に従い施工し，

品質及び出来形が設計図書に適合するよう，施設機械工事等施工管理基準（農村第３１

１号平成２８年９月２６日付け宮城県農林水産部長通知）により，十分な施工管理をし

なければならない。 
２．施工管理頻度，密度の変更 〔読替無し〕 
３．標示板の設置 〔読替無し〕 
４．施工管理体制の確立 〔読替無し〕 
５．整理整頓 〔読替無し〕 
６．周辺への影響防止 〔読替無し〕 
７．良好な作業環境の確保 〔読替無し〕 
８．発見・拾得物の処置 〔読替無し〕 
９．工程管理 〔読替無し〕 
10．記録及び関係書類 〔読替無し〕 
11．品質記録 〔読替無し〕 

 
１－１－３６ 履行報告 

〔読替無し〕 
 
 

５．適用規定 〔読替無し〕 
６．検査日の通知 〔読替無し〕 
７．中間前払金の請求 

受注者は，契約書第 35 条の２に基づく中間前払金の請求を行うときは，認定を受

ける前に履行報告書を作成し，監督職員に提出しなければならない。 
 
１－１－３３ 技術検査 

〔適用除外〕 
 
１－１－３４ 部分使用 

〔読替無し〕 
 
 
１－１－３５ 施工管理 

１．一般事項 
受注者は，工事の施工にあたっては，施工計画書に示される作業手順に従い施工し，

品質及び出来形が設計図書に適合するよう，施設機械工事等施工管理基準（農村第３１

１号平成２８年９月２６日付け宮城県農林水産部長通知）により，十分な施工管理をし

なければならない。 
２．施工管理頻度，密度の変更 〔読替無し〕 
３．標示板の設置 〔読替無し〕 
４．施工管理体制の確立 〔読替無し〕 
５．整理整頓 〔読替無し〕 
６．周辺への影響防止 〔読替無し〕 
７．良好な作業環境の確保 〔読替無し〕 
８．発見・拾得物の処置 〔読替無し〕 
９．工程管理 〔読替無し〕 
10．記録及び関係書類 〔読替無し〕 
11．品質記録 〔読替無し〕 

 
１－１－３６ 履行報告 

〔読替無し〕 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部修正 

「第 33 条」→「第 34 条」 

 

 

 

一部改正 

農水省の改正による 

「あたって」→「当たって」 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

１－１－３７ 工事関係者に対する措置請求 
〔読替無し〕 

 
１－１－３８ 工事中の安全確保 

〔読替無し〕 
 
１－１－３９ 爆発及び火災の防止 

〔読替無し〕 
 
１－１－４０ 後片付け 

〔読替無し〕 
 
１－１－４１ 事故報告書 

〔読替無し〕 
 

１－１－４２ 環境対策 
〔読替無し〕 

 
１－１－４３ 文化財の保護 

〔読替無し〕 
 
１－１－４４ 交通安全管理 

〔読替無し〕 
 
１－１－４５ 施設管理 

受注者は，工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）又は部分使用施設（契

約書第 34 条の適用部分）について，施工管理上，契約図書における規定の履行を以っ

ても不都合が生ずる恐れがある場合には，その処置について監督職員と協議出来る。な

お，当該協議事項は契約書第９条の規定に基づき処理されるものとする。 
 
１－１－４６ 諸法令の遵守 
 １．諸法令の遵守 
   受注者は，当該工事に関する諸法令を遵守し，工事の円滑な進捗を図るとともに，諸

法令の適用，運用は受注者の責任において行わなければならない。 

１－１－３７ 工事関係者に対する措置請求 
〔読替無し〕 

 
１－１－３８ 工事中の安全確保 

〔読替無し〕 
 
１－１－３９ 爆発及び火災の防止 

〔読替無し〕 
 
１－１－４０ 後片付け 

〔読替無し〕 
 
１－１－４１ 事故報告書 

〔読替無し〕 
 

１－１－４２ 環境対策 
〔読替無し〕 

 
１－１－４３ 文化財の保護 

〔読替無し〕 
 
１－１－４４ 交通安全管理 

〔読替無し〕 
 
１－１－４５ 施設管理 

受注者は，工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）又は部分使用施設（契

約書第 34 条の適用部分）について，施工管理上，契約図書における規定の履行を以っ

て 不都合が生ずる恐れがある場合には，その処置について監督職員と協議出来る。な

お，当該協議事項は契約書第９条の規定に基づき処理されるものとする。 
 
１－１－４６ 諸法令の遵守 
 １．諸法令の遵守 
   受注者は，当該工事に関する諸法令を遵守し，工事の円滑な進捗を図るとともに，諸

法令の適用，運用は受注者の責任において行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

農水省との整合 

 

 

 

 

一部改正 

農水省との整合 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

   なお，主な法令は次に示すとおりである。 

 （１）地方自治法  
  （昭和 22 年 法律第 67 号） 

（２）～（94） 〔読替無し〕 
２．法令違反の処置 〔読替無し〕 
３．不適当な契約図書の処置 〔読替無し〕 

 
１－１－４７ 官公庁等への手続等 

〔読替無し〕 
 
１－１－４８ 施工時期及び施工時間の変更 

〔読替無し〕 
 
１－１－４９ 工事測量 

〔読替無し〕 
 
１－１－５０ 提出書類 

〔読替無し〕 
 
１－１－５１ 不可抗力による損害 

〔読替無し〕 
 
１－１－５２ 特許権等 

〔読替無し〕 
 
１－１－５３ 保険の付保及び事故の補償 

〔読替無し〕 
 
１－１－５４ 臨機の措置 

〔読替無し〕 
 
１－１－５５ 管理記録の整理 

〔読替無し〕 
 

                      
 （１）地方自治法  
  （昭和 22 年 法律第 67 号） 

〔読替無し〕 
 
 
１－１－４７ 官公庁等への手続等 

〔読替無し〕 
 
１－１－４８ 施工時期及び施工時間の変更 

〔読替無し〕 
 
１－１－４９ 工事測量 

〔読替無し〕 
 
１－１－５０ 提出書類 

〔読替無し〕 
 
１－１－５１ 不可抗力による損害 

〔読替無し〕 
 
１－１－５２ 特許権等 

〔読替無し〕 
 
１－１－５３ 保険の付保及び事故の補償 

〔読替無し〕 
 
１－１－５４ 臨機の措置 

〔読替無し〕 
 
１－１－５５ 管理記録の整理 

〔読替無し〕 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

１－１－５６ 工事特性等への対応状況の報告 
〔読替無し〕 

 
第２章 機器及び材料 
第１節 通則 
２－１－１ 一般事項 

〔読替無し〕 
 
２－１－２ 機器 

〔読替無し〕 
 
２－１－３ 材料 

〔読替無し〕 
 
２－１－４ 見本又は資料の提出 

〔読替無し〕 
 
２－１－５ 県内産製品の優先使用 

受注者は，工事に使用する資材等において，規格，品質，価格等が適当である場合，

県内産製品の優先使用に努めるものとする。 

   県内産製品とは，以下のいずれかに該当するものをいう。 

   (1)県内で産出，生産，製造又は加工された建設資材または製品等。 

   (2)県内に本社・本店を置く取扱業者から調達した建設資材または製品等。 

 
第３章 共通施工 
第１節 ～ 第８節 

〔読替無し〕 
 
第９節 配管 
３－９－１ 一般事項 

〔読替無し〕 
 
３－９－２ 地中配管 
 １．一般事項 

１－１－５６ 工事特性等への対応状況の報告 
〔読替無し〕 

 
第２章 機器及び材料 
第１節 通則 
２－１－１ 一般事項 

〔読替無し〕 
 
２－１－２ 機器 

〔読替無し〕 
 
２－１－３ 材料 

〔読替無し〕 
 
２－１－４ 見本又は資料の提出 

〔読替無し〕 
 
２－１－５ 県内産製品の優先使用 

受注者は，工事に使用する資材等において，規格，品質，価格等が適当である場合，

県内産製品の優先使用に努めるものとする。 

   県内産製品とは，以下のいずれかに該当するものをいう。 

   (1)県内で産出，生産，製造又は加工された建設資材または製品等。 

   (2)県内に本社・本店を置く取扱業者から調達した建設資材または製品等。 

 
第３章 共通施工 
第１節 ～ 第８節 

〔読替無し〕 
 
第９節 配管 
３－９－１ 一般事項 

〔読替無し〕 
 
３－９－２ 地中配管 
 １．一般事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

農水省との整合 



 - 15 -

   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

   地中埋設の油配管はステンレス鋼管とし，土質条件等を考慮して選定する。炭素鋼鋼

管を使用する場合は，昭和 49 年自治省告示第 99 号（製造所及取扱所の位置，構造及

び設備の技術上の基準の細目を定める告示）第 3 条に規定する塗覆装を行うものとす

る。 
２．衝撃防護 〔読替無し〕 
３．ねじ接合 〔読替無し〕 

４．地中配管 〔読替無し〕 

 
３－９－３ ～ ３－９－４ 

〔読替無し〕 
 
第１０節 ～ 第１２節 

〔読替無し〕 
 
第４章 水門施設 
第１節 ～ 第６節 

〔読替無し〕 
 

第７節 操作制御設備及び電源設備 

４－７－１ ～ ４－７－６ 
〔読替無し〕 

  

４－７－７ 予備品 

予備品は，操作制御設備及び電源設備に対して次の予備品のうち当該設備で使用した

機器等を納入するものとする。 

（１）ランプ、制御回路ヒューズ(設置している場合)  現用の10％（最低１個) 

（２）ＬＥＤランプ                 現用各種毎に１個 

（３）補助リレー類                 現用各種毎に１個 

（４）電力ヒューズ(設置している場合)        現用各種毎に１組(三相分) 

（５）予備品箱                   １式 

 
第５章 ゴム引布製起伏堰設備 

〔読替無し〕 
 
第６章 用排水ポンプ設備 

〔読替無し〕 

   地中埋設の油配管はステンレス鋼管とし，土質条件等を考慮して選定する。炭素鋼鋼

管を使用する場合は，昭和 49 年自治省告示第 99 号（製造所及取扱所の位置，構造及

び設備の技術上の基準の細目を定める告示）第 3 条に規定する塗覆装を行うものとす

る。 
              
              
              
 
３－９－３ ～ ３－９－４ 

〔読替無し〕 
 
第１０節 ～ 第１２節 

〔読替無し〕 
 
第４章 水門施設 

〔読替無し〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５章 ゴム引布製起伏堰設備 

〔読替無し〕 
 
第６章 揚（用）排水ポンプ設備 

〔読替無し〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

県では共通仕様書へ記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

農水省の改正による 
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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 備 考 

 
第７章 除塵設備 

〔読替無し〕 
 
第８章 ダム管理設備 
第１節 ～ 第６節 

〔読替無し〕 
 

第７節 操作制御設備 

８－７－１ ～ ８－７－２ 
〔読替無し〕 

  

８－７－３ 予備品 

予備品は、操作制御設備に対して次の予備品のうち当該設備で使用した機器等を納入

するものとする。 

１．ランプ、制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の10％（最低１個） 

２．ＬＥＤランプ                 現用各種毎に１個 

３．補助リレー類                 現用各種毎に１個 

４．電力ヒューズ（設置している場合）       現用各種毎に１組（三相分) 

５．予備品箱                   １式 

 
第９章 鋼製付属設備 

〔読替無し〕 
 
第１０章 鋼橋上部工 
  〔読替無し〕 
 
第１１章 水管橋上部工 

〔読替無し〕 
 
第１２章 電気設備 

〔読替無し〕 
 
第１３章 水管理制御設備 

〔読替無し〕 

 
第７章 除塵設備 

〔読替無し〕 
 
第８章 ダム管理設備 

〔読替無し〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第９章 鋼製付属設備 

〔読替無し〕 
 
第１０章 鋼橋上部工 
  〔読替無し〕 
 
第１１章 水管橋上部工 

〔読替無し〕 
 
第１２章 電気設備 

〔読替無し〕 
 
第１３章 水管理制御設備 

〔読替無し〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改正 

県では共通仕様書へ記載 
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